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1. 序論 

1.1 研究背景 

 北海道警察が示した北海道内刑法犯総数の認知数（平

成 27 年～令和元年）確定値 1)によると、図-1 に示すとお

り、北海道の犯罪件数は年々減少している。しかし、令

和 2 年警察白書の統計資料 2)によると、北海道の刑法犯

総数は、全国の都道府県で 9 番目に多くなっており、犯

罪抑制対策が必要であると考えられる。また、北海道の

市区町村ごとに見ると、刑法犯総数は、地域によって大

きくばらつきがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 北海道の刑法犯総数の推移 

 

1.2 既存研究 

 犯罪に関する既存研究として、木梨ら 3)は、ひったく

り犯は、犯罪ターゲットが豊富で監視性が低い街区を重

視して選定していることを示している。石川ら 4)は、道

路空間特性による犯罪の集計を行い、見通し距離が 0～

25m の場所ではひったくり発生密度が高いが、25～50m

の場所でいったん発生密度が低くなり、その後、発生密

度が高くなっていることを示している。長谷川ら 5)は、

小学校校区単位の分析で、自主防犯活動等の地区の自主

的な取組みが犯罪発生件数に影響していることを示して

いる。樋口ら 6)は、侵入盗・自動車盗・自転車盗・部品

狙い・車上狙いのそれぞれの犯罪が起こりうる地域性を

説明する要因を示している。しかし、犯罪を特定の種類

に限定せず、総合的な犯罪発生の特性を示すと考えられ

る刑法犯総数に着目し、道内市区町村単位でこれらの関

連要因を分析した研究は見当たらない。 

 

1.3 研究目的 

 以上の背景を踏まえ本研究では、北海道の犯罪件数に

関係する要因を分析し、これらの要因を考慮してクラス

ター分析を実施し、北海道の市区町村を特性別に分類す

る。これら分類された市区町村の特徴や傾向から、特に

犯罪の発生が多いクラスターの特性を分析して、その犯

罪抑制方策を提案することを目的とする。 

 

2. 分析概要 

2.1 分析データ 

 刑法犯総数と犯罪発生に関係していると考えられる

23 のデータを収集した（表-1）。 

 

表-1 分析データ 

 

 

刑法犯総数は、北海道警察による市町村別犯罪発生概

況（平成 27 年～令和元年）確定値 1) 、警察署の数、交

番・駐在所の数は、北海道警察による方面本部・警察署

などの所在地・電話番号 7)、ライブカメラ数は、株式会

社ゼタセグメントによる北海道ライブカメラ一覧 8)、町

内会世帯加入率は、北海道町内会連合会による正会員組

織データベース 9)、その他は、独立行政法人統計センタ

犯罪件数 刑法犯総数

日本人人口

年齢中位数

15歳未満人口

15～64歳人口

65歳以上人口

外国人人口

従業も通学もしていない人口

昼間人口

世帯数

一般世帯数

施設等の世帯数

一般世帯人員数

施設等の世帯人員数

高齢夫婦のみの世帯数

高齢単身世帯数

母子世帯数

父子世帯数

婚姻件数

離婚件数

警察署の数

交番・駐在所の数

ライブカメラの数

町内会世帯加入率

犯罪件数に関係する
と考えられる項目



ーによる政府統計の総合窓口 10)から収集した。ライブカ

メラ一覧については、株式会社ゼタセグメントの公表デ

ータであるため、公的データではない点に留意する必要

がある。また、基本的に平成 27 年時のデータを使用して

いるが、町内会世帯加入率に関しては、同年のデータが

無かったため、市区町村ごとに異なる年のデータを使用

している。また、町内会世帯加入率は、データの入手が

できなかった市町村もあったことから、収集できた 130

市区町村のデータを用いている。ここで、人口が多い地

域では相対的に犯罪件数も多くなる傾向があるため、本

研究では年齢中位数と町内会世帯加入率以外のデータは

各市町村の総人口で割ったものを用いた。 

 

2.2 分析手法 

 本研究では、相関分析、クラスター分析、平均値の差

の検定を用いて、前節のデータに基づき分析を行った。

各分析手法の特徴を表-2 に示す。 

 

表-2 分析手法概要 

 

 

3. 犯罪の関係要因分析 

3.1 相関分析 

 総人口当たりの刑法犯総数に影響していると考えられ

る 23 個のデータを用いて相関分析を行った。その結果

を図-2 に示す。正の相関が強かったものは、15～64 歳人

口、婚姻件数、母子世帯数、離婚件数となり、負の相関

が強かったものは、町内会世帯加入率、年齢中位数、65

歳以上人口、交番・駐在所の数、高齢夫婦のみの世帯数、

ライブカメラ数となった。この結果に基づき、これらの

要因から重要かつ政策変数として次の 6 つの要因を選定

した。 

 ①15～64 歳人口 

 ②母子世帯数 

 ③離婚件数 

 ④ライブカメラ数 

 ⑤交番・駐在所の数 

 ⑥町内会世帯加入率 

これらの 6 つのデータの相関係数に関する無相関の検定

を行った。結果を表-3 に示す。表-3 より、これらはすべ

て 1%有意となった。よって、相関係数がマイナスである

ライブカメラ数、交番・駐在所の数、町内会世帯加入率

が犯罪を抑止している可能性が示唆された。次に、これ

らの要因に基づき、市町村を特性別に分類するために、

クラスター分析を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 刑法犯総数の相関分析結果 

 

表-3 相関係数と有意性 

 

 

3.2 クラスター分析 

 選定した 6 つのデータと刑法犯総数の計 7 種類のデー

タを用いてクラスター分析を行った。分析設定は、サン

プル間の距離計算を標準化ユークリッド距離、クラスタ

ー間の距離計算にウォード法を用いた。試行を繰り返し

た結果、結果の有意味性等を考慮して、クラスター数 6

の結果を用いることとした。その結果を表-4 に示す。ク

ラスター1 は、上ノ国町、奥尻町などの地方部の地域で

構成されているため、クラスター名を「辺縁地域」とし

た。クラスター2 は、漁業など一次産業が活発に行われ

ている地域が多く分類されているため、クラスター名を

「一次産業地域」とした。クラスター3 は、北海道の平

均的な地方部の市町村で構成されている地域であるため、

クラスター名を「平均的中山間地域」とした。クラスタ

ー4 は、人口 1 人当たりのライブカメラと交番が特に多

い特殊な地域であるため、クラスター名を「特殊指標地

域」とした。クラスター5 は、小樽市、室蘭市、岩見沢市

など地方の中心市が多く分類されているため、クラスタ

ー名を「地方中心市」とした。クラスター6 は、札幌市中

央区、旭川市、函館市を含む北海道の大都市とそのベッ

ドタウン都市が多く分類されているため、クラスター名

を「中核拠点都市」とした。この 6 つのクラスターの重

心を用いたクラスターごとの特徴を図-3に示す。図-3は、

左から右のクラスターについて、刑法犯総数の少ない順

に示している。 

図-3 より、辺縁地域は、刑法犯総数、15～64 歳人口、

離婚件数が最も少ない地域である。一次産業地域は、町

内会世帯加入率が最も高い地域である。平均的中山間地

分析手法 分析手法概要

① 相関分析
相関係数を計算して2変量間の傾向

を分析する手法

② クラスター分析
標本を類似度によっていくつかの集
団に分類する分析手法

③ 平均値の差の検定

2つの母集団の母平均の差に関する

仮説検定で、2つの母平均に差があ

るかどうか検証する手法

刑法犯総数/総人口

15～64歳人口/総人口 0.500***

母子世帯数/総人口 0.400***

離婚件数/総人口 0.330***

ライブカメラ数/総人口 -0.277***

交番・駐在所の数/総人口 -0.439***

町内会世帯加入率 -0.510***

1%有意：***



域は、どの要因も平均的な地域である。特殊指標地域は、

ライブカメラ数と交番・駐在所の数が最も多い地域であ

る。地方中心市は、刑法犯総数が 2 番目に多く、ライブ

カメラ数、交番・駐在所の数、町内会世帯加入率が 2 番

目に少ない地域である。中核拠点都市は、刑法犯総数が

最も多く、ライブカメラ数、交番・駐在所の数、町内会

世帯加入率が最も低い地域である。この結果から中核拠

点都市と地方中心市は刑法犯総数が多く、特に犯罪抑制

対策が必要なクラスターであると判断される。そこで、

中核拠点都市と地方中心市の地理的特性を調べるため、

地理情報分析支援システム MANDARA JS Web 試作版 

Ver. 0.00211)を使用して、分類されたクラスターごとに北

海道内の市区町村を色付けし、グルーピング図を作成し

た。そのグルーピング図を図-4 に示す。図-4 より、中核

拠点都市は、一般的に大都市が多く分類されているが、

例えば札幌圏においては、全てが中核拠点都市に分類さ

れている訳ではなく、地方中心市に分類されている市も

見受けられる。このことから、地理的特性のみで犯罪の

発生を説明できないことが示唆される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 クラスターごとの特徴比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 グルーピング図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-4 クラスター分析結果 



 

 

 

3.3 平均値の差の検定 

 中核拠点都市と地方中心市に分類された原因を分析す

るため、中核拠点都市と地方中心市から、人口密度が極

端に高い札幌市を除き、さらに一定の人口密度以上の都

市のみを抽出し、おおよそ都市的条件をそろえた上で、

各要因の平均値の差の検定を行い、地方中心市と中核拠

点都市に分類される際の重要要因を分析した。この分析

では、独立行政法人福祉医療機構総合情報サイト 12)の

「地方都市」となる基準である 318.2 人/km2 以上の都市

を抽出した。分析結果を表-5 に示す。表-5 より、刑法犯

総数は、両側検定・片側検定でそれぞれ 5%、1%で有意

な差があることが分かった。よって、中核拠点都市と地

方中心市の犯罪件数には有意な違いがあることが分かっ

た。一方、ライブカメラ数は、有意な差は認められなか

った。相関分析では有意な要因となっていたが、この分

析では有意とならなかったことから、ライブカメラ数は、

都市部においては犯罪抑止には関連性がない可能性が示

唆された。交番・駐在所の数は、片側検定で 10%有意で

あった。交番・駐在所の数が多ければ犯罪数が減少する

ことは、論理的に整合性があるので、これが犯罪の抑止

に効果がある可能性が示唆される。町内会世帯加入率は、

両側検定・片側検定共に 5%有意で差があることが分か

った。よって、町内会世帯加入率の向上は、犯罪抑止に

効果的であると考えられる。 

 

4. 結論 

 これらの結果から、町内会世帯加入率は、都市部にお

いても、犯罪を抑制するための重要要因であることが強

く示唆された。したがって、各自治体は、町内会世帯加

入率を向上させるため、先進事例等を収集し、地域に適

した町内会加入の促進につながる新たな制度等を創設し、

加入世帯を増やす取り組み、例えば夏祭りの積極的な開

催など、加入が促進されるような魅力のある町内会の取

組みが行われるよう、町内会活性化の支援方策のさらな

る実施が求められる。また、交番・駐在所が、犯罪抑制

に効果的である可能性も示唆されることから、可能な限

り多くの交番・駐在所を設置することが検討されること

が望まれる。 
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